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１. 開催概要 
 
2022年12月期 第２四半期決算説明会 

2022年８月10日 13:00〜13:30 

 

２. 登壇者 
 

代表取締役社長   伊藤 謙自（以下、「CEO伊藤」） 

取締役執行役員CFO  藤原 悠  （以下、「CFO藤原」） 

  

【本件に関するお問合せ】 

スパイダープラス株式会社 経営企画部IR担当 

メール問い合わせ先：ir@spiderplus.co.jp  

電話問い合わせ先：03-6709-2834 
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【登壇】 

 

CEO伊藤 

スパイダープラス株式会社、代表取締役の伊藤です。 

FY2022.Q2の決算説明をさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

まず、KPIについてご説明します。 

ICT事業の第２四半期累計売上高が11億円超（YoY＋30％）、ARRは24億円超（YoY＋28％）、契

約企業は1,300社を超え、ID数はYoY＋24％、ARPUはYoY＋４％、解約率は過去最低水準である0.

4％となりました。 

ID数の増加は若干弱く見えますが、ARPUの向上と解約率、契約企業の獲得状況から売上高に与

えるインパクトは小さく、順調と考えております。 



続いて、契約企業を「◎」としている理由について説明いたします。 

 

契約企業の評価を「◎」としている理由は、スライドに掲載している企業の他、建設業界やプ

ラント業界を代表する企業様との新規契約が順調に進んでいるためです。 

 

売上高の業績予想に対する進捗率は44％となっております。弊社の業績は建設業界の季節性影

響等により下期に偏りますので、現状は順調に進捗していると考えております。 



 

続いて、アライアンスについてです。 

まず、チェンジ様との業務提携契約の締結を2022年8月9日の決算発表日に公表しました。 

リコー様との協業については、リコー様の360度カメラであるRICOH THETAなどとSPIDERPLUSの

連携を強化する取り組みを行います。 

 

売上高、ARRについては先ほど申し上げた通りです。 



 

ID数、ARPUについても先ほど申し上げた通りです。 

 

契約企業とARPAについてです。 

契約企業については先程ご説明した通りですが、ARPAについて若干改善している状況になって

おります。 



 

解約率については、新たなサポートチャンネルとして「S+Study（スパイダープラススタデ

ィ）」というポータルサイトを開設しました。 

このポータルサイトにより、ユーザーは24時間365日、SPIDERPLUSの使い方を動画やマニュアル

で学ぶことが出来るようになりました。 

今後はユーザー様同士のコミュニティチャネルを作成して情報交換できるようなものを作って

いこうと考えております。 

 

続きまして、FY2022.Q2のトピックスをご説明します。 

主なトピックスは、チェンジ様との業務提携、リコー様との協業、リニューアル版SPIDERPLUS

の販売開始、カスタマーサポートの強化、知財戦略の5つです。 



 

まず、チェンジ様との業務提携についてです。 

こちらは、前回の発表後、一部の自治体に対するヒアリング及びフィージビリティスタディを

進める過程で、両社のコミットメントレベルを一段高めるべきと判断し、協業から業務提携に

発展しました。 

今後数年かけて、自治体のネットワークを広げて行きたいと考えております。 

 

具体的には、約900の自治体にサービスを提供しているチェンジ様にご協力いただき、自治体向

けのSPIDERPLUS導入を支援いただく予定です。 

また、市民参加型の公共施設メンテナンスプラットフォームを共同開発していこうと考えてお

ります。 



 

続いてリコー様との協業についてです。現状、予定ではありますが、現在のSPIDERPLUSとリコ

ー様の360度カメラであるRICOH THETAとの機能連携を強化します。「RICOH360」プラットフォ

ームを活用することでこの機能連携の強化が可能となります。 

また、当社が開発中のBIM関連の機能に360画像を組み合わせる開発も検討を開始します。 

 

続いてリニューアル版のSPIDERPLUSの販売についてです。提供開始してしばらくは標準機能を

搭載した「ベーシック版」の販売となります。 

今後は、機能を充実させながら、「スタンダード版（仮称）」「プレミアム版（仮称）」をリ

リースすることで、顧客単価を上げていく考えを持っております。 



 

「S+Study」については先ほどご説明させていただきましたので割愛させていただきます。 

 

最後に、知財戦略についてです。 

昨今、無形資産が企業価値向上にとって重要であると言われております。 

当社も10年超かけて培ってきた我々の強みを守っていくために、知財戦略に積極的に取り組ん

でいこうと考えております。 



 

続いて、アライアンス戦略についてです。 

冒頭に申し上げた通り、すでに複数のアライアンスを実施しております。 

その中で、アライアンスについてどのような考え方を持っているのかご説明いたします。 

 

当社は「建設DXに新たな価値をプラスする」アライアンス戦略を実施しております。これは、

建設DXに新たな価値をプラスするだけでなく、新たな領域にも展開できるような企業様とアラ

イアンスを実施する方針です。 



 

こちらは、アライアンスの事例となっております。 

上場以来、各業界を代表する会社様とのアライアンスを実施しております。 

これらのアライアンスは、中長期的に弊社の事業を大きくしていき、中長期の企業価値向上に

貢献するものと考えております。 

 

CFO藤原 

ここからは、CFOの藤原から説明いたします。 



 

財務ハイライトからご説明いたします。 

第２四半期は、累計売上高が11.6億円であり、前年同期比の成長率は30%を確保しています。業

績予想26.6億円に対して進捗率は約44%です。 

今期の営業損失が11.8億円、進捗率では40%弱の進捗率となりますが、当社の業績が伸びやすく

なる下期にあわせ大型のマーケティング投資等を予定していることなどの影響もあり、上期の

進捗率は計画度どおりとなっております。 

また、人的投資についても計画通り進んでおります。 

 

損益計算書について説明します。2022年１月にエンジニアリング事業を譲渡しており、当該事

業譲渡による特別利益が第１四半期に131百万円計上されています。 

当期はICT事業のみであり、前年同期の損益計算書にはエンジニアリング事業の決算数値が含ま



れている点ご留意ください。ICT事業のみの売上高成長率は約30%を確保しています。 

 

貸借対照表についてです。現預金35億円、純資産43億円となっており、安定した財務基盤のも

と、先行投資を計画的に進めています。 

 

キャッシュ・フロー計算書については、主に先行投資により今期約７億円の現金を使用してい

ます。 



 

売上原価について説明します。売上原価率は変動費と固定費のミックスにより変動するため、

限界利益率と固定費を開示しています。 

限界利益は当社の売上高からサーバー費用等の通信費とロイヤリティを差し引いた金額です。

限界利益率は85%前後の水準を安定的に確保しています。 

 

続いて販管費です。こちらは先程申し上げた通り、先行投資、特に人的投資を積極的に行って

おります。コストコントロールを行いながら、将来の売上高成長率をさらに高めるための投資

を計画どおり実行しています。 

 

 



 

先行投資の重点施策である人的投資の状況について説明します。 

１年前の2021年６月末の154人から今期末215人まで増員できており、採用は順調です。足元で

は特にセールス・マーケティング部門（S&M部門）の採用を強化しています。フィールドセール

スやカスタマーサクセス等、顧客接点となる部門を増員しています。 

なお、人的投資の効果を最大化するための組織作り・育成の仕組みづくりにも注力しており、

この仕組みをイネーブルメントと呼んでおります。人的投資とイネーブルメント施策を組み合

わせ、2024年の転換点である働き方改革関連法案の上限規制適用までに、拡大するIT投資需要

の受け皿となる組織を早期につくります。 

 

 

 



CEO伊藤 

まとめです。 

顧客基盤については、建設業界及びプラント業界の大手企業の開拓が進んでおります。 

先行投資は、建設業界の転換点である2024年を見据えて、人的投資と組織づくりを実施してい

る状況です。 

事業進捗は、期末ARR30億円に向けた成長性重視の先行投資を継続して参ります。また、業界を

代表する企業とのアライアンスをさらに進めていきたいと考えております。 

  



【質疑応答】 

質問1 

ユーザー側から見て、競合先サービスとSPIDERPLUSにはどのような違いがありますでしょう

か？ 

CEO伊藤 

３点あると考えております。第１に、我々のプロダクトは連携可能な機器の数や、特許を取得

している独自機能が支持されております。第２に、SPIDERPLUSでは多くの機能を1つのアプリで

使用できますが、競合サービスの場合は、機能ごとにアプリを切り替える必要があります。そ

して第３に、サポート体制です。我々はサポートセンターを作っておりますし、無償の説明会

を全国で行っています。 

質問2 

リニューアル版SPIDERPLUSのベーシックがローンチされましたが、スタンダート・プレミアム

のローンチのタイミングはいつごろになるイメージを持っておけばよいでしょうか。 

CEO伊藤 

2023年夏までにプレミアムまでローンチしたいと考えております。 

質問3 

リコーとの協業は今後、ARPAに寄与することになると思われますが、22年度下期から寄与して

くる見通しでしょうか。 

CFO 藤原 

業績に寄与してくるのは2023年度だと考えています。2022年度下期については、検証期間とな

るため、業績への影響は限定的だと考えています。 

ただし、既にRICOH THETAを利用している企業様は多くいらっしゃるため、そういった企業様に

今回のリリースによってSPIDERPLUSとRICOH THETAの連携機能についても認知いただけたかと思

います。この協業の発表により、ニーズが顕在化し商談が進みやすくなるといった効果はある

と考えています。 

質問4 

下期に大型のマーケティング投資が発生するとのご説明がありましたが、どのようなものにな

るのか、差し支えない範囲で教えて下さい。 

CFO 藤原 

現在予算に織り込んでいる事項を実行予定です。弊社のビジネスは下期偏重型のため、パイプ

ラインを作る・進めるためのマーケティングは下期に偏らせております。大型の投資ですが、

今年度はオンライン・オフラインの2つのマーケティングシナリオを作っておりまして、特にオ

フラインの展示会等が下期に企画されております。かなり大規模な展示会への参加も検討して

おりますので、その投資をはじめとして、様々なマーケティング投資を計画的に進めていきま

す。 

 

 

 

 

 



【本資料の取り扱いについて】 

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの将来の見通しに関する記

述は、本資料の日付時点の情報に基づいて作成されています。これらの記述は、将来の結果や

業績を保証するものではありません。このような将来予想に関する記述には、既知および未知

のリスクや不確実性が含まれており、その結果、将来の実際の業績や財務状況は、将来予想に

関する記述によって明示的または黙示的に示された将来の業績や結果の予測とは大きく異なる

可能性があります。 

  

これらの記述に記載された結果と大きく異なる可能性のある要因には、国内および国際的な経

済状況の変化や、当社が事業を展開する業界の動向などが含まれますが、これらに限定される

ものではありません。 

   

また、本資料に記載されている内容につきましては、細心の注意を払っておりますが、その妥

当性、正確性、有用性について保証するものではないことをご了承ください。 

  

本資料は、情報提供のみを目的として作成しています。本資料は、日本、米国、その他の地域

における有価証券の販売の勧誘や購入の勧誘を目的としたものではありません。 

 

以上 

 


